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 平素より、連合会業務につきましては、ご理解、ご協力をいただき誠にありがとうござ
います。
　当連合会では、今後調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建
設生産プロセスでICT等を活用することを見据え、サイバーリスクから会員企業様をお守
りすべく、2022年に「全地連サイバープロテクター補償制度」を創設いたしました。
　企業へのサイバー攻撃は急増しており、サイバー攻撃のリスクは企業規模の大小を問い
ません。サイバー攻撃の被害を受けますと貴重な調査情報が漏えいするだけではなく、業
務中断に追い込まれる等、事業継続に大きな支障をもたらすことにもなりかねません。
　是非、事業活動にかかわる情報漏えいやサイバーリスクへの備えとして「全地連サイ
バープロテクター補償制度」をご採用くださいますよう宜しくお願い申し上げます。
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一般社団法人　全国地質調査業協会連合会
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本制度の「約款」と「事故受付票」は代理店・扱者である株式会社ジオ・ビジネスサービスの
ホームページに記載していますので、併せてご確認ください。
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情報漏えい・サイバー攻撃の脅威

トレンドマイクロ

警察庁

日本

日本

2021年

2022年上半期

3億2,850万円

20％が100万円未満
14％が100万円～500万円未満
10％が500万円～1,000万円未満
37％が1,000万円～5,000万円未満
18％が5,000万円以上

調査・分析の実施主体 対象地域 対象期間 経済的損失の概要 損失額
セキュリティインシデントに起因した1組織
あたり年間平均被害額

ランサムウェア被害に関連して要した調査・
復旧費用の総額

サイバー攻撃のリスクは日本国内のすべての企業に広がっています。
日本国内のネットワークに向けられた2023年度のサイバー攻撃関連
の通信の件数は、6,000億件を超え、2017年度と比較して、約4.0倍
に増加しています。

出典：NICTER観測レポート2023(国立研究開発法人 情報通信研究機構)（抜粋）

サイバーセキュリティに関する問題が引き起こす経済的損失について、例えば、トレンドマイクロが実施した調査によ
れば、日本では2021年度1年間で発生したセキュリティインシデントに起因した1組織あたり年間平均被害額は約3億
2,850万円になると算出されています。

■日本へのサイバー攻撃関連通信の件数の推移

■サイバー攻撃による被害額

出典：総務省令和5年版情報通信白書（抜粋）

サイバー攻撃関連の通信件数

1,559億件

3,756億件

5,180億件
6,197億件

2017年 2019年 2021年 2023年
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約4.0倍

W補償
費用・賠償

補償前後のサービス
事前・事故時 の

こんなお悩みを抱えていませんか？

全地連 サイバープロテクター補償制度 が解決します！全地連 サイバープロテクター補償制度

サイバー
セキュリティ対策に
費用がかかる

従業員への
セキュリティ教育に
時間・コストが
かかる・・・

情報漏えい
してしまい
高額賠償請求
されたら？

万一の時、
専門家による
迅速な対応が
できるか不安・・・

情報漏えいを発生させたことによる
顧客の信頼失墜、社会からの批判

サイバー攻撃被害の発表や
調査遅れによる世間からの批判

危機管理能力が疑問視され、
ＳＮＳで批判を受ける

情報漏えい 対応の遅れ・不十分な調査 ＳＮＳ炎上
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調査の実施
●サイバー攻撃を受けている可能性
があるとの報告を受け、サイバー
攻撃の有無を調査

●情報漏えいやサイバー攻撃が発生
した原因や被害の範囲を調査

法律相談
●

●

炎上沈静化の方針策定

復旧作業
●サーバ等のコンピュータシステムの修理や消失した電子情報の修復対応

※フォレンジックの内容によります。1PCあたり費用例： 100万円 1サーバあたり 200万円

専門事業者への相談・委託等
●専門事業者（弁護士・コンサル会社）
への相談

費
用
損
害

賠
償
損
害

サイバープロテクター補償制度の概要
「サイバープロテクター補償制度」には次のような特長があります。

各種サービスが付帯されており、
平時からのサイバーリスクへの
備えを支援

情報漏えい※やサイバー攻撃による事故により企業に生じた賠償損害
をはじめ、事故対応等にかかる費用損害を包括的に補償
※情報には個人情報の他、国（〇〇省など）・自治体（〇〇市など）、取引先からの受注に
関する情報など、企業情報も含みます。
従業員の情報管理ミスや情報盗取など内部起因による情報漏えいも対象になります。

～情報漏えい　W補償で万全の情報漏えい・サイバー対策を実現！！

※サービスの詳細は７ページをご参照ください。

標的型メールを模した訓練メールで従業員の
リスク感度を確認

貴社のセキュリティ対策の評価、業種別の傾向、
貴社が取るべき対策等を診断

標的型メール訓練サービス ＭＳ＆ＡＤサイバーセキュリティ診断

攻撃・侵入 初期対応発覚！

サイバーセキュリティに関する
トラブル相談24時間・365日対応

サイバープロテクター専用コールセンター

リモートでの
ウイルス駆除にも対応

本制度は、一般社団法人 全国地質　　

1 2

補償前後のトータルサービスで賠償リスクを軽減、　

経験豊富な専門事業者が事故解決まで丁寧にサポート
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専門事業者の紹介と手配

情報技術面のサポート

再発防止のアドバイス

再発防止
●社告、会見による事故に関する状況説明や
謝罪

●情報漏えいの被害者からなされた損害賠償
請求への対応

●被害者への詫び状作成・送付と被害者から
のお問合わせコールセンター設置

●被害者への見舞品としてプリペイドカード
を送付

●再発防止のために、
新たにセキュリティ対策を導入

法的な対応

事故対応／被害者への対応

万が一の事故の際にはサイバーセキュリティ
の専門家が初期対応から事故解決、
再発防止策までをトータルにサポート

不正送金被害またはビジネス
なりすましメール被害による
預貯金の損害をカバー
（オプション）

保険料は全額損金
処理ができます。
（2024年11月現在）

  やサイバー攻撃を受けた場合の対応例～

（注）あらかじめ保険会社の承認を得て支出した費用に限ります。

■貴社のご意向に基づき、サイバー事故発生時の被害範囲の確認や原因調査・復旧作業および事故対応方法の策定につ
いて、経験豊富な専門事業者をご紹介するサービスです。

■このサービスは、貴社と保険会社がご紹介する専門事業者との間でご締結される委託契約に基づき、有償で提供される
ものですが、プロテクト費用保険金の対象となる費用（注）につきましては、保険会社から保険金としてお支払いします。　  

事故解決に必要となるフォレンジック調査会社、法
律事務所、コールセンター等の各種専門事業者の
選定をサポートします
（詳細は右記をご参照ください。）

専門事業者が実施した調査結果の検証や説明を行
います。

専門事業者と連携のうえ、再発防止策を検討し、ア
ドバイスを行います。

事故対応 再発防止

専門事業者紹介サービス

貴社

保険会社❷サービス提供可否の確認専門事業者

❹サービスの提供依頼

❺委託契約の締結

❻サービスの提供

❼費用の払込

❶事故報告、専門事業者紹介のご依頼

❸専門事業者のご紹介

❽保険金請求

❾保険金のお支払い

 調査業協会連合会を保険契約者とし、その加入会員企業を被保険者（保険契約により補償を受けられる方）とする団体保険です。

3 4 5

 会員企業の皆様を支援します！



費用損害

資金損害

対象となる事由

オプション

1 サイバー攻撃等による他人の
情報の漏えいまたはそのおそれ

2 コンピュータシステムの所有、
使用または管理に起因する他
人の業務阻害等

3 サイバー攻撃に起因する他人
の身体障害・財物損壊

4 上記　～　を除き、記名被保険
者が所有、使用または管理する
コンピュータシステムに対する
サイバー攻撃

不正送金被害またはビジネスなりす
ましメール被害

5 上記　～　を除き、記名被保険
者が所有、使用または管理するコ
ンピュータシステムに対するサイ
バー攻撃のおそれ（対象となる損
害はサイバー攻撃調査費用の
み）

オプション

31

41
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補償の全体像

事故対応時に要した通信
費用、コールセンター会社
への委託費用、ネットワー
クの切断費用等

クレジット情報の漏えいまた
はそのおそれがある場合、そ
の不正使用を監視するため
に負担するモニタリング費用

事故対応費用

クレジット情報
モニタリング費用

事故例

サイバー攻撃による
他人の情報の漏えい
またはそのおそれ

・不適切な情報管理やサーバーがマル
ウェアによる攻撃を受け、お客さま情
報が流出した。

・メールの誤送信により、お客さま情報
が流出した。

・内部犯行により、企業秘密のデータが
外部へ流出し、SNS上で炎上した。

賠償損害

NEW

1 サイバー攻撃等による他人の
情報の漏えいまたはそのおそれ

2 コンピュータシステムの所有、
使用または管理に起因する他
人の業務阻害等

3 サイバー攻撃に起因する他人
の身体障害・財物損壊

法律上の損害賠償責任に
基づく賠償金

法律上の
損害賠償金

事故例

■

コンピュータシステムの所有、
使用または管理に起因する
他人の業務阻害等

・外部から公式ホームページにウイル
スが仕掛けられ、そのページを閲覧し
た顧客のパソコンもウイルスに感染
し、データを消失させてしまった。

■

サイバー攻撃に起因する
他人の身体障害・財物損壊

・調査に使用しているドローンの飛行
プログラムが不正アクセスにより意図
的に変更され、ドローンが墜落し、地
上の歩行者や建物に被害を及ぼした。

・自社のプログラムがサイバー攻撃に
より改ざんされ、誤った調査の成果品
を納品。完成後、設計の結果により身
体障害や財物損害が生じ、損害賠償
請求を受けた。

■

ビジネスメール詐欺による
資金損害

・業務委託先の担当者からメールで委
託料の振込先変更の連絡があり、会
社の銀行口座から振込みを行ったが、
そのメールは担当者を装ったなりす
ましメールだった。

■



対象となる損害

サイバー攻撃調査費用
（対象となる事由は　のみ）
サイバー攻撃の有無を判断することを目的とした、外部機関による
調査にかかる費用やネットワークの切断、情報の隔離、サービス停
止等に必要かつ有益な費用

5

預貯金
不正送金被害またはビジネスなりすましメール被害に
よる日本国内において所有する口座に保管された預貯
金の損害

※売上高100億円以下の事業者のみセットできます。

6

事故の被害を受けた者
に対する謝罪のための
見舞金や見舞品の購入
等にかかる費用

事故に関して外部
の者をコンサルタ
ントに起用した場
合の費用

事故の状況説明または謝
罪のための社告、会見等に
要した費用

事故の原因もしくは被害範囲の
調査または証拠保全をするため
の費用

事故への対応に関して
行う法律相談の対価とし
て、法律事務所または弁
護士に対して支払う費用

同様の事故の再発
を防止するために
負担する必要かつ
有益な費用

事故に関するインター
ネット上の風評被害の拡
大防止に必要かつ有益
な費用

事故によって、コンピュータシス
テムの損傷または電子情報の
消失、改ざん等が発生した場合
に要した復旧費用等

公的調査等に対応するために要し
た、通信費用や出張費、法律相談の
対価として法律事務所または弁護士
に対して支払う費用等

法律相談費用 コンサルティング費用 見舞金・見舞品購入費用

風評被害拡大防止費用 再発防止費用

事故原因・
被害範囲調査費用

広告宣伝活動費用

公的調査等対応費用
コンピュータシステム等

復旧費用

サイバー攻撃に起因
する他人の身体障害・
財物損壊が発生した
場合の緊急措置に要
した費用

サイバー攻撃に起因する
他人の身体障害・財物損
壊が発生した場合の損害
の発生または拡大の防止
のために必要または有益
であった費用

訴訟が提起された
場合、訴訟に関する
諸費用

保険会社が発生
した事故の解決
にあたる場合、
保険会社へ協力
するために要し
た費用

権利の保全および行使
に必要な手続に要した
費用

損害賠償請求に関す
る争訟によって生じ
た費用

争訟費用 権利保全行使費用 協力費用 損害防止費用 緊急措置費用訴訟対応費用

NEW NEW NEW



この訓練サービスでは、標的型メールを模した訓練メールを訓練参加者に送信し、メール本文に記載されているURLのクリック状況を
監視し、従業員のURLクリック状況をふまえて、簡易レポートを作成・提出します。

標的型メール訓練サービス

●このサービスは、貴社専用のID・パスワードを発行し、貴社ご自身で、ID・パスワードを使って専用システムにアクセスしていただき、メール送信先等を
設定・実施していただくサービスです。（貴社におかれましても一定の作業が発生します。）

●貴社メールシステム上、このサービスによる訓練メールが迷惑メールフィルタ等で遮断される場合、個別のシステム対応（ホワイトリスト機能等がある
場合には予め訓練メールアドレスを追加等）をお願いするケースがあります。（貴社メールシステムによっては、このサービスによる訓練が実施できな
いことがあります。）

訓練メールの文面（ひな形）のサンプル

【重要】Windowsの脆弱性暫定回避策実施のお願い
昨日、Windowsに極めて深刻な脆弱性が発見されました。
今回の脆弱性は、リモートからPC端末を乗っ取ることができてしまう可能性
のあるものです。
現時点ではセキュリティパッチが提供されておりませんが、暫定回避策が公表
されておりますので、下記URLの手順に従って各自で至急対策を実施ください。

＜暫定回避策手順＞
https://www.xxxxxx.co.jp/yyyyyy/zzz

このURLをクリックする
かを監視

イメージ

貴社従業員 貴社従業員 貴社従業員

標的型メール訓練システム

●このサービスは、アドバイスや簡易的な処置を提供するものであり、お客さまに生じたサイバーセキュリティ関連のトラブルを根本的に解決すること
をお約束するものではありません。
●リモートでのウイルス駆除などは、貴社のネットワーク環境に接続することに同意のあった場合に限り提供します。貴社の指示・同意に基づいて、
遠隔操作にて貴社のネットワーク環境上のマルウェアその他の不正なプログラムを駆除する場合があります。
●PCの操作等で発生する通信料は貴社負担となりますので、あらかじめご了承ください。

■サイバープロテクター専用コールセンターは、サイバープロテクターの契約者および記名被保険者が、パソコン（ＰＣ）操作に関する
不明点からサイバーセキュリティに関するトラブルまで、電話でお気軽にご相談できる窓口です。
■ご契約のサイバープロテクター保険期間中が利用対象です。保険期間中は、何度でもご利用いただけます。

サイバープロテクター専用コールセンター 24時間・365日

ウイルスに感染したかもしれない！

ＰＣ画面に身に覚えのない
請求画面が表示された！

迷惑メールが頻繁に届く！

インターネットに接続できない！

Officeソフトの使い方が分からない！

ＰＣを新しく入れ替えた。
新しいＰＣにデータを移行したい！

お気軽にお電話ください！

■この診断サービスでは、主に中小企業の皆さまを対象としたサイバーセキュリティに関する
診断を行います。
■セキュリティに関する質問にご回答いただいた後、貴社のセキュリティ対策の評価、業種別
傾向値、貴社が取るべき対策などを診断します。

MS&ADサイバーセキュリティ基本態勢診断
診断結果イメージ

（１）質問票をご提供し、貴社に基本情報やサイバーセキュリティに関する設問にご回答いただきます。
（２）いただいた回答をもとに、保険会社にて診断結果をご提供します。

サービスの概要
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各種サービス
平時からのサイバーリスクへの備えをご支援します。

※専用コールセンターの電話番号は、加入者証同封の「サイバープロテクターご契約者さま向け 専用コールセンターのご案内」をご確認ください。



■保険金お支払いする主な場合（賠償損害）

■保険金お支払いの対象となる賠償損害
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補償範囲

損害の種類 内容
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■保険金お支払いの対象となる費用損害

損害の種類 内容

■保険金をお支払いする主な場合（費用損害）



■保険金お支払いの対象となる資金損害
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損害の種類 内容

損害の種類 内容

■保険金をお支払いする主な場合（資金損害）



■保険金をお支払いしない主な場合（共通）

11

＜専門事業者賠償責任保険普通保険約款で保険金をお支払いしない主な場合＞

＜サイバーセキュリティ特約で保険金をお支払いしない主な場合＞
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＜プロテクト費用補償特約又はサイバーセキュリティ拡張補償特約で保険金をお支払いしない主な場合＞

＜サイバーセキュリティ拡張補償特約で保険金をお支払いしない主な場合＞
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＜資金損害補償特約で保険金をお支払いしない主な場合＞



本制度の被保険者は次のとおりです。
①加入者（記名被保険者） 
②加入者（記名被保険者）の役員(会社法上の取締役、執行役および監査役ならびにこれらに準ずる者をいい、退任等によりこれらの地位ではな
くなった者を含みます。)。ただし、記名被保険者の役員として行うまたは行った行為に起因して損害を被る場合に限り、被保険者となります。 

※追加記名被保険者特約をセットすることにより、日本国内に所在する会社法上の子会社のうち、記名した子会社を追加記名被保険者として含めることができます。

次のいずれかに該当するものをいいます。
①個人情報
個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号)に規定される個人情報をいい、死者の情報を含みます。

②企業情報
特定の事業者に関する情報であり、秘密として管理されている生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上または営業上の情
報であって、公然と知られていない情報
③上記①および②を除き、電子データまたは記録媒体に記録された非電子データとして保有される情報

①保険料算出の基礎
記名被保険者の把握可能な最近の会計年度(１年間)における売上高
・新規設立で最近の会計年度(１年間)の売上高等が把握できない場合は、事業計画書等に計画された１年間のすべての売上高の総額を
してください。

保険料の算出のために下記の事項を確認させていただきます。（保険料確定特約の規定に基づく確定保険料での引受となります。）

②過去の事故について
・現時点から起算して過去３年間において、この保険の対象となる事由の発生、もしくはその発生が予想される状況の有無

賠償損害、費用損害の保険適用地域は全世界、資金損害の保険適用地域は日本国内となります。

ご契約の条件は下記のとおりです。
（1）被保険者 （保険契約により補償を受けられる方）

（3）補償の対象となる情報

（4）保険料計算に必要な情報

（2）保険適用地域
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ご契約の条件

本制度には「保険証券総支払限度額設定特約」が自動セットされており、賠償損害、費用損害、資金損害（オプション）について保険期間中に支
払われる保険金は、賠償損害の基本支払限度額が限度となります（費用損害、資金損害は賠償損害の支払限度額の内枠でのお支払い）。

(注)費用損害の基本支払限度額の内枠のため、費用損害の基本支払限度額が限度となります。

支払限度額および免責金額は下表よりご選択ください。下表記載の支払限度額以外での設定をご要望される場合には、代理店・扱者また
は引受保険会社までお問合わせください。

（5）支払限度額の設定

（◎：自動補償　○：オプション補償）

縮小支払割合

賠償損害の基本支払限度額として次のいずれか
から選択します。

費用損害の基本支払限度額として次のいずれか
から選択します。

なし

※オ.の費用は1,000万円（賠償損害の基本支払限度額の内枠）です。
※カ.およびキ.の費用はサイバー攻撃に起因する他人の身体障害・
財物損壊が発生した場合に限ります。

※費用損害の基本支払限度額は賠償損害の基本
支払限度額以内で設定します。

チ.およびツ.の費用の合計で

プラン 損害の種類 支払限度額
（1請求/1事故・保険期間中につき）

免責金額
（1請求/1事故につき）

ア.法律上の損害賠償金
イ.争訟費用
ウ.権利保全行使費用
エ.協力費用
オ.訴訟対応費用
カ.損害防止費用
キ.緊急措置費用
ク.事故対応費用
ケ.事故原因・被害範囲調査費用
コ.広告宣伝活動費用
サ.法律相談費用
シ.コンサルティング費用
ス.見舞金・見舞品購入費用
セ.クレジット情報モニタリング費用
ソ.公的調査等対応費用
タ.コンピュータシステム等復旧費用
チ.風評被害拡大防止費用
ツ.再発防止費用
テ.サイバー攻撃調査費用

◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎

なし

なし

なし

90％

損害

賠償
損害

費用
損害

資金
損害 ト.預貯金○ なし

売上高 年間保険料
（資金損害補償特約あり）

年間保険料
（資金損害補償特約なし）

＜保険料例＞ 支払限度額：基本補償（賠償損害）1億円、 費用損害2,000万円、 資金損害500万円

（例）基本補償（賠償損害）の支払限度額が5,000万円の場合：50,000円、1億円の場合は60,000円となります。

・左記の保険料は、年間保険料の一例です。
・実際のご加入にあたっては、代理店・扱者または
引受保険会社までお問合わせください。

本制度では基本補償の支払限度額別に下限保険料が設定されます。

２億円
５億円
１０億円
３０億円

１３６，４１０円 ８６，４１０円
１８２，７１０円 １１７，５１０円
２３６，４４０円 １５２，０７０円
３５７，３５０円 １８１，２５０円

5,000万円 1億円 3億円
5億円 10億円

1,000万円 3,000万円 5,000万円
1億円 3億円

3,000万円（注）

3,000万円（注）

3,000万円（注）

10万円500万円（注）



〈中途加入について〉
　中途加入の場合、補償の開始時期は毎月１日
（午前0時）付とし、2026年2月1日（午後4時）
　までが保険期間となります。詳しくは代理店・
　扱者までお問合わせください。

①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には告知受領権があります。告知義務とは、
ご契約時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のことです。

②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票（引
受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、申込みに必要な内容を記載した
付属書類がある場合は、これらの書類を含みます。以下、同様とします。）に記載された内容のうち、
「※」印がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかっ
た場合や告知した事項が事実と異なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことが
あります。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。

保険料のご送金先

銀 行 名　　三菱UFJ 銀行　本郷支店
普通預金　　口座番号 319462
口 座 名　　（社）全国地質調査業協会連合会

申　込　締　切　日

ご継続の場合には、 2024年12月16日（月）
新規にご加入の場合には、2025年 1月24日（金）

………………送金締切日　2025年１月31日（金）

………………2025年２月１日から１年間

加入申込票へのご記入・ご押印

保 険 料 の ご 送 金

保 険 期 間 開 始

お申込みの流れは次のとおりです。

加 入 申 込 票 を 申 込 窓 口 に
メ ー ル ま た は F A X

加入申込票のご送付

ご記入にあたってのご注意

　加入申込票は下記の申込窓口（ジオ・ビジネスサービス）へご提出ください。

geo-info@zenchiren-geo.co. jpメールの場合

03-3518-4901ＦＡＸの場合

保険料の払込方法
保険料の払込方法は、年払（一括払）のみとなります。

全地連事務局で加入企業からの加入申込票を確認のうえ、保険料を算出し、請求書（兼お見積書）を送付します。

銀行振込により、下記の指定口座にお振込ください。

15

お申込方法
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事故が発生した場合のお手続き
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●この保険（サイバープロテクター補償制度をさします。以下同様です。）は一般社団法人全国地質調査業協会
連合会が保険契約者となる団体契約です。

●この保険にご加入いただけるのは、お申込人・記名被保険者が一般社団法人全国地質調査業協会連合会傘下
の各協会の会員企業である場合に限ります。

●申込人と被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が異なる場合は、この書面に記載の事項につき被
保険者の方にも必ずご説明ください。

●ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款、特別約款および特約によって定まります。詳細は普通
保険約款、特別約款および特約をご確認ください（https://zenchiren-geo.jp）。また、ご不明な点については、
代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

●契約取扱者が代理店または引受保険会社の社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契
約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代
理店または引受保険会社の社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約
されたものとなります。

●ご加入いただいた後にお届けする加入者証は、内容をご確認のうえ、大切に保管してください。

●この保険契約は「共同保険に関する特約」に基づく共同保険契約です。それぞれの引受保険会社は、引受割
合に応じて、連帯することなく単独別個に保険契約上の責任を負います。また、三井住友海上は、幹事保険
会社として他の引受保険会社の業務および事務の代理・代行を行います。引受保険会社は次のとおりです。

●保険会社破綻時等の取扱い
○損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、
引受保険会社も加入しています。

○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が２０人以下の法人を
いいます。）またはマンション管理組合（以下、「個人等」といいます。）である場合に限り「損害保険
契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場合でも、保険金、解約返れい金等は８０
％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事故による
保険金は１００％補償されます。

○また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料を負担して
いる場合は、その被保険者に係る部分については、上記補償の対象となります。

●この保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申し込みください。

・三井住友海上（幹事会社）　・損害保険ジャパン　　・あいおいニッセイ同和損害保険

【個人情報の取扱いについて】

この保険契約に関する個人情報は、引受保険会社がこの保険引受の審査および履行のために利用するほか、
引受保険会社および引受保険会社のグループのそれぞれの会社（海外にあるものを含む）が、この保険契約以
外の商品・サービスのご案内・ご提供や保険引受の審査および保険契約の履行のために利用したり、提携先・委
託先等の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。
また、団体契約の安定的な運用および事故の円滑な解決のため、加入者の保険金請求状況等を保険契約者
（団体）、代理店・扱者に提供することがあります。
ただし、保健医療等のセンシティブ情報（要配慮個人情報を含む）の利用目的は、法令等に従い、業務の適切な
運営の確保その他必要と認められる範囲に限定します。
また、この保険契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含
む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先等（いずれも海外にあるものを含む）に提供
することがあります。
引受保険会社の個人情報の取扱いに関する詳細、商品・サービス内容、引受保険会社のグループ会社の名称、
契約等情報交換制度等については、三井住友海上ホームページ（https://www.ms-ins.com）または引受保
険会社のホームページをご覧ください。

ご加入にあたっての留意事項
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[ ( )] 
IP 03-4332-5241  

 
  

(https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html)
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MEMO
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MEMO



https://zenchiren-geo.jp株式会社ジオ・ビジネスサービス
ホームページ



全地連の保険制度のご紹介
全地連では会員企業の皆さまに以下の制度をご用意しております。
いずれも地質調査業者専用に企画された専用商品で、充実した補償内容となっておりますのでご加入
をご検討いただきますようお願い申し上げます。
なお、制度の詳細につきましては、全地連のホームページ（https://www.zenchiren.or.jp）または
ジオ・ビジネスサービスのホームページ（https://zenchiren-geo.jp）をご覧ください。

～報告書、設計書の瑕疵に係る
賠償責任の補償～

～現場調査・工事に係る
賠償責任の補償～

第三者賠償補償制度
汚染地盤修復工事賠償補償制度

地質コンサルタント総合かし
賠償補償制度

～労働災害時の補償～

労災上積み補償制度
業務災害補償プラン

～ボーリングマシンの
　　　　　　　  損害を補償～

ボーリングマシン
補償制度

～長期の就業障害に備える～

生涯収入サポート

～病気、ケガによる死亡保障～

死亡保障制度
～病気、ケガによる入院保障～

医療保障制度

東京都千代田区内神田1－5－13（内神田ＴＫビル3Ｆ）

東京都千代田区神田駿河台3－11－1

☎ 03－3518－4900
E-mail : geo-info@zenchiren-geo.co.jp

ＦＡＸ 03－3518－4901

☎ 03－3259－6681 ＦＡＸ 03－3259－7213

公務第一部
営業第二課

☎ 03－3518－8873 ＦＡＸ 03－3518－8876

一般社団法人 全国地質調査業協会連合会

株式会社ジオ・ビジネスサービス

三井住友海上火災保険株式会社

（全地連直属代理店）

損害保険ジャパン株式会社　　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社非 幹 事 会 社

引受保険会社
幹 事 会 社

代理店・扱者

制　度　運　営

〒101-0047

東京都千代田区内神田1－5－13（内神田ＴＫビル3Ｆ）〒101-0047

〒101-8011

https://zenchiren-geo.jp

本制度のお問合わせ先

A24-101266　承認年月：2024年10月

～サイバーリスクに係る
賠償責任の補償～

サイバープロテクター
補償制度


